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○新潟市営住宅条例施行規則 

平成９年３月29日規則第22号 

改正 

平成10年２月24日規則第４号 

平成11年10月21日規則第58号 

平成16年３月24日規則第９号 

平成17年３月18日規則第87号 

平成17年９月30日規則第240号 

平成17年12月28日規則第254号 

平成18年10月１日規則第78号 

平成19年３月30日規則第83号 

平成19年９月28日規則第182号 

平成20年１月22日規則第１号 

平成21年３月31日規則第19号 

平成23年３月22日規則第４号 

平成23年９月29日規則第66号 

平成24年３月16日規則第９号 

平成24年７月２日規則第79号 

平成25年２月28日規則第12号 

平成26年３月20日規則第35号 

平成26年７月１日規則第75号 

平成27年２月26日規則第５号 

平成27年７月２日規則第62号 

平成29年２月21日規則第２号 

平成29年10月３日規則第58号 

平成31年４月26日規則第33号 

令和２年３月27日規則第23号 

令和３年３月31日規則第26号 

新潟市営住宅条例施行規則 

新潟市営住宅条例施行規則（昭和35年新潟市規則第56号）の全部を改正する。 
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（趣旨） 

第１条 この規則は、新潟市営住宅条例（平成９年新潟市条例第15号。以下「条例」という。）の

施行について必要な事項を定めるものとする。 

（入居の申込み等） 

第２条 条例第９条の規定により、市営住宅の入居の申込みをしようとする者は、別記様式第１号

による市営住宅入居申込書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申込書の受付を、必要に応じて期間を定めて行うことができる。 

３ 市長は、必要と認める場合は、第１項の規定にかかわらず、市営住宅の入居の申込みをしよう

とする者をあらかじめ登録させることができる。 

４ 条例第９条の規定により市営住宅の入居の申込みをした者は、市長の求めに応じ、次に掲げる

書類を提出しなければならない。 

(１) 住民票の写し 

(２) 所得証明書又はこれに代わる収入を証する書類 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（入居申込書の有効期間） 

第３条 前条第１項の規定により提出された申込書は、３月１日から同月31日までの期間内に提出

された場合は提出された日の属する年度の翌年度の２月末日まで、当該期間外の日に提出された

場合は提出された日の属する年度の２月末日まで有効とする。ただし、新たに建設する市営住宅

の入居申込書は、条例第10条第３項に規定する入居決定者がすべて入居を完了したときまで有効

とする。 

（入居決定書） 

第４条 条例第６条第４項及び第10条第３項の規定による入居決定者への通知は、別記様式第２号

によるものとする。 

（入居補欠者） 

第５条 入居補欠者は、当該市営住宅の入居決定者がすべて入居を完了したときに補欠者としての

地位を失う。ただし、当該市営住宅が特別の事情があるものとして市長が別に定めるものである

場合においては、入居補欠者は、入居補欠者となった日の属する年度の末日に補欠者としての地

位を失う。 

（単身入居の特例） 

第５条の２ 条例第７条第１項第２号ただし書の規則で定める公営住宅は、公営住宅の状態、入居
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の状況その他の事由により特に入居を促進する必要があると認められるものとする。 

２ 条例第７条第５項に規定する規則で定める公営住宅は、１戸の居室の数が２を超えないものと

する。 

（改良住宅への準用） 

第５条の３ 前条第１項の規定は、条例第７条第３項第２号イ(ア)の規則で定める改良住宅につい

て準用する。 

２ 前条第２項の規定は、条例第７条第７項に規定する規則で定める改良住宅について準用する。 

（請書） 

第６条 条例第12条の規定による請書は、別記様式第３号によるものとする。 

第７条 削除 

（入替申請） 

第８条 入居者は、条例第６条第１項第６号の規定により他の市営住宅に入居しようとする場合に

は、別記様式第４号による市営住宅入替申請書を市長に提出しなければならない。この場合にお

いて、当該申請書の有効期間は、第３条の規定を準用する。 

（交換申請） 

第９条 入居者は、条例第６条第１項第７号の規定により公営住宅の入居者同士又は改良住宅の入

居者同士が相互に入れ替わろうとする場合は、別記様式第５号による市営住宅交換申請書を市長

に提出しなければならない。 

（入居者又は同居者の異動届） 

第10条 入居者は、本人又は同居者に、出生、死亡、転出、婚姻等の異動があった場合は、直ちに、

別記様式第６号による市営住宅入居家族異動届を市長に提出しなければならない。 

（同居の手続） 

第11条 入居者は、条例第14条第１項の規定により同居の承認を得ようとする場合は、別記様式第

７号による市営住宅同居申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、別記様式第８号の市営住宅同居承認・不承認

決定書により申請者にその許否を通知するものとする。 

（入居の承継） 

第12条 条例第15条第１項の規定により入居の承継を受けようとする者は、別記様式第９号による

市営住宅（駐車場）承継申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、別記様式第10号の市営住宅（駐車場）承継承
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認・不承認決定書により申請者にその許否を通知するものとする。 

３ 条例第12条の規定は、第１項の規定による承認を受けた者について準用する。 

（収入等の認定及び家賃の決定） 

第13条 入居者は、条例第17条第１項の規定により毎年７月末日までに別記様式第11号の収入申告

書を市長に提出しなければならない。 

２ 条例第17条第３項の規定による収入の額の認定の通知、条例第21条第１項又は第２項の規定に

よる収入超過者の認定の通知、条例第21条第３項の規定による高額所得者の認定の通知並びに条

例第16条、第22条及び第23条の規定により算出した家賃の通知は、別記様式第12号により行うも

のとする。 

３ 入居者は、条例第17条第４項及び第21条第４項の規定により意見を述べようとする場合は、別

記様式第13号による収入及び家賃についての意見書を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による意見書が提出された場合は、意見の内容を審査し、別記様式第14号

の収入及び家賃についての通知書によりその結果を通知するものとする。 

（家賃の納入方法） 

第14条 入居者は、毎月の家賃を別記様式第15号、別記様式第16号又は別記様式第17号による納入

通知書により納入しなければならない。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第15条 入居者は、条例第18条の規定による家賃の減免又は徴収猶予を受けようとする場合は、別

記様式第18号による市営住宅家賃減免申請書又は別記様式第19号による市営住宅家賃徴収猶予申

請書に市長が必要と認める証明書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 家賃の減免又は徴収猶予は、それぞれ別記様式第20号による市営住宅家賃減免承認・不承認決

定書又は別記様式第21号による市営住宅家賃徴収猶予承認・不承認決定書を交付して行う。 

３ 市長は、必要と認める場合は、前２項の規定にかかわらず、家賃の減免を入居者の申請を待た

ずに行うことができる。 

（家賃の督促） 

第16条 条例第20条の督促は、納期限後30日以内に別記様式第22号の督促状を入居者に送付して行

わなければならない。 

（修繕に対する指示） 

第17条 入居者は、条例第29条又は第36条第２項の規定により市営住宅の修繕をする場合は、市長

の指示を受けなければならない。 
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（模様替又は増築） 

第18条 入居者は、条例第30条第２項の規定により市営住宅の模様替又は増築の承認を受けようと

する場合は、別記様式第23号による市営住宅模様替又は増築工事申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、実情を調査し、模様替又は増築に係る部分の

延べ床面積が16.5平方メートルを限度として、必要と認めるものについて承認することができる。 

３ 前項の承認は、別記様式第24号による市営住宅模様替又は増築工事承認・不承認決定書を交付

して行うものとする。 

（用途変更） 

第18条の２ 入居者は、条例第30条第２項の規定により市営住宅の一部用途変更の承認を受けよう

とする場合は、別記様式第24号の２による市営住宅用途変更申請書を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第

15条に定める身体障害者手帳の交付を受けている者に限り、必要と認めるものについて承認する

ことができる。 

３ 前項の承認は、別記様式第24号の３による市営住宅用途変更承認・不承認決定書を交付して行

うものとする。 

（返還届等） 

第19条 入居者は、条例第36条の規定により市営住宅の返還をしようとする場合は、別記様式第25

号による市営住宅（駐車場）返還届を市長に提出しなければならない。 

２ 入居者は、市営住宅を返還するときに、次項の費用を負担するものとする。 

３ 条例第29条第１項第５号に規定する市長の指定した費用は、次に掲げる費用とする。 

(１) 畳の表替え並びに障子及びふすまの張替えに要する費用 

(２) 風呂釜及び給湯器の点検に要する費用 

（定期使用許可に係る条件） 

第19条の２ 条例第38条の２第１項の規則で定める条件は、子育て世帯向けとして市長が別に定め

る住戸にあっては小学校修了前の者若しくは妊娠している者と同居する者又は自身が妊娠してい

る者であることとし、それ以外の住戸にあっては第19条の５の規定による通知があった日の属す

る年度の末日の前日において満50歳未満の者（条例第７条第２項第２号、第３号、第５号及び第

６号に定める者等を除く。）であることとする。 



6/60 

（定期使用許可に係る期間） 

第19条の３ 条例第38条の２第１項の規則で定める期間は、条例第12条第２項の入居可能日（以下

「入居可能日」という。）から10年間とする。 

（定期使用許可に関する説明） 

第19条の４ 条例第38条の２第３項の説明は、別記様式第26号による定期使用許可に関する説明書

を交付することにより行うものとする。 

（定期使用許可に係る入居決定書） 

第19条の５ 市長は、条例第38条の２第１項の規定による許可（以下「定期使用許可」という。）

をする場合において、条例第10条第３項において準用する条例第６条第４項の規定によりその旨

を通知するときは、第４条の規定にかかわらず、別記様式第27号による市営住宅定期使用許可書

によるものとする。 

（定期使用許可に関する説明を受けた旨の証明） 

第19条の６ 条例第38条の２第４項の規定による書類の提出は、別記様式第28号による定期使用許

可に関する説明を受けた旨の証明書を提出することにより行わなければならない。 

（定期使用許可に係る請書） 

第19条の７ 定期使用許可を受けた者は、第６条の規定にかかわらず、別記様式第29号による請書

（定期使用許可用）を提出するものとする。 

（定期使用許可期間満了通知書） 

第19条の８ 条例第38条の２第５項の通知は、別記様式第30号による定期使用許可期間満了通知書

により行うものとする。 

（定期使用許可に係る入居の承継） 

第19条の９ 定期使用許可に係る条例第15条第１項の規定による入居の承継の承認は、当該定期使

用許可の期間の残期間に限り、受けられるものとする。 

（定期使用許可を受けた者の入居の申込み） 

第19条の10 定期使用許可を受けた者は、定期使用許可の期間が満了する６月前から条例第９条の

入居の申込みを行うことができるものとする。ただし、子育て世帯向けとして市長が別に定める

住戸に平成24年４月以後に入居した者であって、定期使用許可期間の満了時において同住戸に係

る第19条の２に規定する要件を満たさないもの及び条例第31条第１項各号のいずれかに該当する

場合は、申込みをすることができない。 

２ 市長は、前項の規定により入居の申込みをした者に対して引き続いて定期使用許可をするとき
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は、第19条の３の規定にかかわらず、その期間を５年間とするものとする。 

（市営住宅の社会福祉法人等の使用） 

第20条 条例第40条第１項の規定により市営住宅の使用の許可を受けようとする社会福祉法人等は、

別記様式第31号による社会福祉法人等市営住宅使用許可申請書を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、別記様式第32号の社会福祉法人等市営住宅使

用許可・不許可決定書によりその許否を通知するものとする。 

（準用） 

第21条 第18条及び第19条の規定は、社会福祉法人等による市営住宅の使用について準用する。こ

の場合において、第18条及び第19条中「入居者」とあるのは、「社会福祉法人等」と読み替える

ものとする。 

（駐車場の使用の申請） 

第22条 条例第48条の規定により駐車場の使用の許可を受けようとする者は、別記様式第33号によ

る市営住宅駐車場使用許可申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、必要と認める場合は、前項の申請書に必要な書類を添付して提出させることができる。 

（駐車場使用許可決定通知書） 

第23条 条例第49条第１項の規定による駐車場の使用決定者への通知は、別記様式第34号によるも

のとする。 

（駐車場使用請書） 

第24条 条例第50条第１項に規定する規則で定める書類は、別記様式第35号による市営住宅駐車場

使用請書とする。 

第25条 削除 

（駐車場の使用の変更届） 

第26条 駐車場使用者は、当該駐車場の使用について変更があったときは、遅滞なく別記様式第36

号による駐車場使用変更届書を市長に提出しなければならない。 

（駐車場の使用料の減免又は徴収猶予） 

第27条 条例第51条第２項の規定により、駐車場の使用料の減免又は徴収猶予（以下「使用料の減

免等」という。）をすることができる場合は、駐車場使用者が自動車税又は軽自動車税の減免を

受けている場合その他市長が特別な事情があると認める場合とする。 

２ 使用料の減免等を受けようとする者は、別記様式第37号による市営住宅駐車場使用料減免（徴

収猶予）申請書に市長が必要と認める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
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３ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、別記様式第38号による市営住宅駐車場使用料

減免（徴収猶予）承認・不承認決定書によりその許否を通知するものとする。 

第28条 削除 

（明渡期限） 

第29条 条例第52条第１項第８号の規定により、駐車場の明渡しを請求する場合における明渡し期

限は、明渡しの請求の日から１月を経過した日とする。 

（駐車場の使用への準用） 

第30条 第12条、第14条、第16条及び第19条の規定は、駐車場の使用について準用する。この場合

において、第12条第１項中「入居」とあるのは「駐車場の使用」と、第14条、第16条及び第19条

中「入居者」とあるのは「駐車場使用者」と、第14条中「家賃を別記様式第15号、別記様式第16

号又は別記様式第17号」とあるのは「駐車場使用料を別記様式第39号、別記様式第40号又は別記

様式第41号」と、第16条中「別記様式第22号」とあるのは「別記様式第42号」と、第19条中「市

営住宅の返還」とあるのは「市営住宅の駐車場の返還」と読み替えるものとする。 

（実地検査証） 

第31条 条例第55条第３項に規定する検査職員の証票は、別記様式第43号による。 

（指定管理者の指定の申請） 

第32条 指定管理者の指定を受けようとするものは、別記様式第44号による指定管理者指定申請書

により、市長に申請しなければならない。 

２ 条例第57条第１項に規定する規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 経営状況に関する書類 

(４) 納税を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

（徴収委託） 

第33条 市長は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、私人に家

賃及び駐車場の使用料の徴収事務を委託すること（以下「徴収委託」という。）ができる。 

（徴収事務委託証） 

第34条 市長は、前条の規定により徴収委託をした者（以下「受託者」という。）に別記様式第45

号による新潟市営住宅家賃及び駐車場使用料徴収事務委託証（以下「委託証」という。）を交付
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するものとする。 

（徴収委託の告示及び公表） 

第35条 市長は、第33条の規定により徴収委託をした場合は、その旨を新潟市公告式条例（昭和25

年新潟市条例第37号）第２条第２項に定める掲示場に掲示して告示し、かつ、市公報への登載そ

の他の方法により公表しなければならない。 

（受託者の領収証書の交付） 

第36条 受託者は、徴収委託を受けた家賃又は駐車場の使用料を徴収した場合は、領収証書を納入

義務者に交付しなければならない。 

（徴収した家賃及び駐車場の使用料の払込み） 

第37条 受託者は、徴収した家賃及び駐車場の使用料を徴収した日の翌日（その日が日曜日、土曜

日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に当たるときは、これら

の日の翌日）までに会計管理者又は指定金融機関、指定代理金融機関若しくは収納代理金融機関

に払い込まなければならない。 

（徴収委託の解除） 

第38条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、徴収委託を解除するものとする。 

(１) 受託者が不正な行為をした場合 

(２) 受託者が市長又は会計管理者の指示に従わなかった場合 

(３) 受託者から徴収委託の解除の申出があった場合 

(４) その他市長が徴収委託をすることが不適当であると認めた場合 

２ 前項の規定により徴収委託を解除された者は、直ちに市長に委託証を返納しなければならない。 

３ 第35条の規定は、第１項の規定により徴収委託を解除した場合に準用する。 

（その他） 

第39条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成10年３月31日までの間は、第13条第２項及び第３項の規定は適用せず、この規則による改

正前の新潟市営住宅条例施行規則第11条第２項及び第３項の規定は、なおその効力を有する。 

（平成９年度の特例） 
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３ 平成９年度に限り、平成10年度の家賃の予告として第13条第２項に規定する通知書を入居者に

交付して周知するものとする。この場合において、当該通知書に対する意見は、第13条第３項の

例により取り扱うものとする。 

（指定管理者の指定の特例に係る提出書類） 

４ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成23年新潟市条例第30号）附則第２項の規則で定

める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 経営状況に関する書類 

(４) 納税を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

５ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成23年新潟市条例第52号）附則第２項の規則で定

める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 経営状況に関する書類 

(４) 納税を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

６ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成24年新潟市条例第14号）附則第３項の規則で定

める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 経営状況に関する書類 

(４) 納税を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

７ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成26年新潟市条例第50号）附則第２項及び第３項

の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 経営状況に関する書類 
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(４) 納税を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

附 則（平成10年規則第４号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年規則第58号） 

この規則は、平成11年10月31日から施行する。 

附 則（平成16年規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、残存する用紙については、当分の間、これを適宜修正して使用すること

ができる。 

附 則（平成17年規則第87号） 

この規則は、平成17年３月21日から施行する。 

附 則（平成17年規則第240号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年規則第254号） 

この規則は、平成18年１月１日から施行する。 

附 則（平成18年規則第78号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第83号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第182号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年規則第１号） 

この規則は、平成20年２月１日から施行する。 

附 則（平成21年規則第19号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の際現に新潟市営住宅条例（平成９年新潟市条例第15号）第38条の２第１項の

規定による許可を受けている者の当該許可の期間の変更については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年規則第４号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年規則第66号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成23年新潟市条例第52号）附則第３項に規定する

新鯵潟住宅駐車場の指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は、この規則の施

行前においても、改正後の附則第５項の規定の例により行うものとする。 

附 則（平成24年規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から、附則第４

項の見出しを削り、同項の前に見出しを付し、附則第５項の次に１項を加える改正規定は同年８

月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成24年新潟市条例第14号）附則第４項に規定する

新津田島住宅駐車場の指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は、平成24年８

月１日前においても、改正後の附則第６項の規定の例により行うものとする。 

附 則（平成24年規則第79号） 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。 

附 則（平成25年規則第12号） 

この規則は、平成25年３月１日から施行する。 

附 則（平成26年規則第35号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年規則第75号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は平成27年２月１日から、第２条の規定は同年４月１日から施行する。

ただし、次項及び附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 
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（準備行為） 

２ 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例（平成26年新潟市条例第50号。次項において「平成26

年改正条例」という。）附則第４項の亀田向陽住宅等の指定管理者の指定及びこれに関し必要な

手続その他の行為は、第１条の規定の施行前においても、同条の規定による改正後の新潟市営住

宅条例施行規則附則第７項の規定の例により行うものとする。 

３ 平成26年改正条例附則第５項の巻１区住宅等の指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続そ

の他の行為は、第２条の規定の施行前においても、同条の規定による改正後の新潟市営住宅条例

施行規則附則第７項の規定の例により行うものとする。 

附 則（平成27年規則第５号） 

この規則は、平成27年３月１日から施行する。 

附 則（平成27年規則第62号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年２月21日規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 別記様式第１号、別記様式第４号、別記様式第７号、別記様式第９号、別記様式第11号、

別記様式第18号及び別記様式第31号の改正規定 平成29年３月１日 

(２) 前号に掲げる規定以外の規定 平成29年４月１日 

（経過措置） 

２ この規則の施行（前項第２号に掲げる規定の施行をいう。）の際現にある改正前の別記様式第

15号及び別記様式第39号による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することがで

きる。 

附 則（平成29年10月３日規則第58号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年４月26日規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月27日規則第23号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（準備行為） 
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２ 市営住宅入居者の公募及びこれに関し必要な手続その他の行為は、この規則の施行前において

も、改正後の新潟市営住宅条例施行規則の例により行うものとする。 

附 則（令和３年３月31日規則第26号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 
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別記様式第１号（第２条関係） 
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別記様式第２号（第４条関係） 
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別記様式第３号（第６条関係） 
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別記様式第４号（第８条関係） 
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別記様式第５号（第９条関係） 

 



21/60 

別記様式第６号（第10条関係） 
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別記様式第７号（第11条関係） 
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別記様式第８号（第11条関係） 
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別記様式第９号（第12条関係） 
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別記様式第10号（第12条関係） 
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別記様式第11号（第13条関係） 
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別記様式第12号（第13条関係） 
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別記様式第13号（第13条関係） 
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別記様式第14号（第13条関係） 
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別記様式第15号（第14条関係） 
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別記様式第16号（第14条関係） 

 

別記様式第17号（第14条関係） 
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別記様式第18号（第15条関係） 
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別記様式第19号（第15条関係） 
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別記様式第20号（第15条関係） 
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別記様式第21号（第15条関係） 

 



36/60 

別記様式第22号（第16条関係） 
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別記様式第23号（第18条関係） 
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別記様式第24号（第18条関係） 
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別記様式第24号の２（第18条の２関係） 
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別記様式第24号の３（第18条の２関係） 
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別記様式第25号（第19条関係） 
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別記様式第26号（第19条の４関係） 
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別記様式第27号（第19条の５関係） 
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別記様式第28号（第19条の６関係） 

 



45/60 

別記様式第29号（第19条の７関係） 
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別記様式第30号（第19条の８関係） 
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別記様式第31号（第20条関係） 
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別記様式第32号（第20条関係） 
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別記様式第33号（第22条関係） 
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別記様式第34号（第23条関係） 
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別記様式第35号（第24条関係） 
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別記様式第36号（第26条関係） 
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別記様式第37号（第27条関係） 
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別記様式第38号（第27条関係） 
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別記様式第39号（第30条関係） 
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別記様式第40号（第30条関係） 

 

別記様式第41号（第30条関係） 
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別記様式第42号（第30条関係） 
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別記様式第43号（第31条関係） 
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別記様式第44号（第32条関係） 
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別記様式第45号（第34条関係） 

 


